
1/7 

遊漁船業の適正化に関する法律 

発令  ：昭和63年12月23日号外法律第99号 

最終改正：令和5年6月2日号外法律第39号 

改正内容：令和4年6月17日号外法律第68号[令和７年６月１日] 

 

○遊漁船業の適正化に関する法律 

〔昭和六十三年十二月二十三日号外法律第九十九号〕 

〔農林水産大臣署名〕 

遊漁船業の適正化に関する法律をここに公布する。 

遊漁船業の適正化に関する法律 

目次 

第一章 総則（第一条・第二条） 

第二章 遊漁船業（第三条―第二十三条） 

第三章 遊漁船業団体等（第二十四条―第二十八条） 

第四章 雑則（第二十九条―第三十二条） 

第五章 罰則（第三十三条―第三十八条） 

附則 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、遊漁船業を営む者について登録制度を実施し、その事業に対し必要な規制

を行うことにより、その業務の適正な運営を確保するとともに、その組織する団体の適正な活

動を促進すること等により、遊漁船の利用者の安全の確保及び利益の保護並びに漁場の安定的

な利用関係の確保に資することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「遊漁船業」とは、船舶により乗客を漁場（海面及び農林水産大臣が

定める内水面に属するものに限る。以下同じ。）に案内し、釣りその他の農林水産省令で定め

る方法により魚類その他の水産動植物を採捕させる事業をいう。 

２ この法律において「遊漁船」とは、遊漁船業の用に供する船舶をいう。 

３ この法律において「遊漁船業者」とは、次条第一項の登録を受けて遊漁船業を営む者をい

う。 

第二章 遊漁船業 

（遊漁船業者の登録） 

第三条 遊漁船業を営もうとする者は、その営業所ごとに、その所在地を管轄する都道府県知事

の登録を受けなければならない。 

２ 前項の登録は、五年ごと（この法律及びこの法律に基づく命令の規定並びにこの法律の規定

に基づく処分の遵守の状況が不良な者にあつては、当該遵守の状況を考慮して四年以内におい

て政令で定める期間ごと）にその更新を受けなければ、その期間の経過によつて、その効力を

失う。 

３ 前項の更新の申請があつた場合において、同項の期間（以下「有効期間」という。）の満了

の日までにその申請に対する処分がされないときは、従前の登録は、有効期間の満了後もその

処分がされるまでの間は、なおその効力を有する。 

４ 前項の場合において、登録の更新がされたときは、その登録の有効期間は、従前の登録の有

効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

（登録の申請） 

第四条 前条第一項の登録（同条第二項の登録の更新を含む。以下「登録」という。）を受けよ

※ 要領改正に関係する箇所に下線 
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うとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を都道府県知事に提出しなければならない。 

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 

二 営業所の名称及び所在地並びに遊漁船の名称 

三 法人にあつては、その役員（業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者をいう。

以下同じ。）の氏名 

四 未成年者にあつては、その法定代理人の氏名及び住所（法定代理人が法人である場合にあ

つては、その名称、住所並びにその代表者及び役員の氏名） 

五 第十二条に規定する遊漁船業務主任者の氏名 

六 遊漁船の利用者（以下単に「利用者」という。）の生命又は身体について損害が生じ、そ

の被害者に対してその損害の賠償を行うべき場合に備えてとるべき措置 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

一 登録を受けようとする者が第六条第一項各号に該当しない者であることを誓約する書面 

二 遊漁船業の実施に関する規程（以下「業務規程」という。） 

三 その他農林水産省令で定める書類 

３ 業務規程には、利用者の安全管理に係る体制、業務の適正な運営を図るための従業者に対す

る教育の実施に関する事項その他の利用者の安全の確保及び利益の保護並びに漁場の安定的な

利用関係の確保に関する農林水産省令で定める事項を定めなければならない。 

（登録の実施） 

第五条 都道府県知事は、前条の規定による申請書の提出があつたときは、次条第一項の規定に

より登録を拒否する場合を除くほか、次に掲げる事項を遊漁船業者登録簿に記載して、登録を

しなければならない。 

一 前条第一項各号に掲げる事項 

二 登録年月日及び有効期間の満了の日並びに登録番号 

２ 都道府県知事は、登録をしたときは、遅滞なく、その旨を申請者に通知しなければならな

い。 

（登録の拒否） 

第六条 都道府県知事は、登録を受けようとする者が次の各号のいずれかに該当するとき、又は

申請書若しくはその添付書類のうちに重要な事項について虚偽の記載があり、若しくは重要な

事実の記載が欠けているときは、その登録を拒否しなければならない。 

一 第二十一条第一項の規定により登録を取り消され、その処分のあつた日から五年を経過し

ない者 

二 遊漁船業者で法人であるものが第二十一条第一項の規定により登録を取り消された場合に

おいて、その処分のあつた日前三十日以内にその遊漁船業者の役員であつた者でその処分の

あつた日から五年を経過しないもの 

三 その者（法人に限る。以下この号において同じ。）と密接な関係を有する次に掲げる法人

が第二十一条第一項の規定により登録を取り消され、その処分のあつた日から五年を経過し

ない者である者 

イ その者の株式の所有その他の事由を通じてその者の事業を実質的に支配し、又はその者

の事業に重要な影響を与える関係にある者として農林水産省令で定めるもの（ロにおいて

「親会社等」という。） 

ロ 親会社等が株式の所有その他の事由を通じてその事業を実質的に支配し、又はその事業

に重要な影響を与える関係にある者として農林水産省令で定めるもの 

ハ その者が株式の所有その他の事由を通じてその事業を実質的に支配し、又はその事業に

重要な影響を与える関係にある者として農林水産省令で定めるもの 

四 第二十一条第一項の規定による登録の取消しの処分に係る行政手続法（平成五年法律第八
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十八号）第十五条の規定による通知があつた日から当該処分をする日又は当該処分をしない

ことを決定する日までの間に第十条第一項第五号に該当する旨の同項の規定による届出をし

た者（当該遊漁船業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で当該届出の日から五年

を経過しないもの 

五 第二十九条第一項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に

基づき第二十一条第一項の規定による登録の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定を

することが見込まれる日として農林水産省令で定めるところにより都道府県知事が当該登録

を受けようとする者に当該検査が行われた日から十日以内に特定の日を通知した場合におけ

る当該特定の日をいう。）までの間に第十条第一項第五号に該当する旨の同項の規定による

届出をした者（当該遊漁船業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で当該届出の日

から五年を経過しないもの 

六 遊漁船業者で法人であるものが第四号に規定する期間内に第十条第一項第五号に該当する

旨の同項の規定による届出をした場合において、第四号の通知の日前六十日以内に当該届出

に係る遊漁船業者（当該遊漁船業の廃止について相当の理由がある法人を除く。）の役員で

あつた者で当該届出の日から五年を経過しないもの 

七 第二十一条第一項の規定により事業の停止を命ぜられ、その停止の期間が経過しない者 

八 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日か

ら五年を経過しない者 

九 この法律、船舶安全法（昭和八年法律第十一号）、船舶職員及び小型船舶操縦者法（昭和

二十六年法律第百四十九号）、漁業法（昭和二十四年法律第二百六十七号）若しくは水産資

源保護法（昭和二十六年法律第三百十三号）若しくはこれらの法律に基づく命令（漁業法第

百十九条第二項又は水産資源保護法第四条第一項の規定に基づく規則を含む。）又は船員法

（昭和二十二年法律第百号）第百十七条の二第一項、第百十七条の三第一項、第百十七条の

四第一項、第百十八条第一項、第百十八条の二から第百十八条の四まで若しくは第百十八条

の五第一項の規定に違反し、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けるこ

とがなくなつた日から五年を経過しない者 

十 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二条第六

号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなつた日から五年を経過しない者

（第十三号において「暴力団員等」という。） 

十一 遊漁船業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人が前各号

（第三号を除く。）又は次号のいずれかに該当するもの 

十二 法人でその役員のうちに第一号、第二号又は第四号から第十号までのいずれかに該当す

る者があるもの 

十三 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

十四 第十二条に規定する遊漁船業務主任者を選任していない者 

十五 第四条第一項第六号に規定する措置が農林水産省令で定める基準に適合していない者 

十六 業務規程（利用者の安全の確保及び利益の保護に関する事項に係る部分に限る。）が農

林水産省令で定める基準に適合していない者 

２ 都道府県知事は、前項の規定により登録を拒否したときは、遅滞なく、その理由を示して、

その旨を申請者に通知しなければならない。 

（登録事項の変更の届出） 

第七条 遊漁船業者は、第五条第一項第一号に掲げる事項に変更があつたときは、その日から三

十日以内に、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

２ 都道府県知事は、前項の規定による届出を受理したときは、当該届出に係る事項が前条第一

項第十一号、第十二号、第十四号又は第十五号のいずれかに該当する場合を除き、届出があつ



4/7 

た事項を遊漁船業者登録簿に記載しなければならない。 

３ 第四条第二項（第二号を除く。）の規定は、第一項の規定による届出について準用する。 

（業務規程の変更の届出） 

第八条 遊漁船業者は、業務規程の変更をするときは、あらかじめ、都道府県知事に届け出なけ

ればならない。 

（遊漁船業者登録簿の閲覧） 

第九条 都道府県知事は、遊漁船業者登録簿を一般の閲覧に供しなければならない。 

（廃業等の届出） 

第十条 遊漁船業者が次の各号のいずれかに該当することとなつた場合においては、当該各号に

定める者は、その日から三十日以内に、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

一 死亡した場合 その相続人 

二 法人が合併により消滅した場合 その法人を代表する役員であつた者 

三 法人が破産手続開始の決定により解散した場合 その破産管財人 

四 法人が合併及び破産手続開始の決定以外の理由により解散した場合 その清算人 

五 遊漁船業を廃止した場合 遊漁船業者であつた個人又は遊漁船業者であつた法人を代表す

る役員 

２ 遊漁船業者が前項各号のいずれかに該当するに至つたときは、当該遊漁船業者の登録は、そ

の効力を失う。 

（登録の抹消） 

第十一条 都道府県知事は、第三条第二項若しくは前条第二項の規定により登録がその効力を失

つたとき、又は第二十一条第一項の規定により登録を取り消したときは、当該登録を抹消しな

ければならない。 

（遊漁船業務主任者） 

第十二条 遊漁船業者は、遊漁船に乗り組んで利用者の安全の確保及び利益の保護並びに漁場の

安定的な利用関係の確保に関する業務を行う者で農林水産省令で定める基準に適合するもの

（以下「遊漁船業務主任者」という。）を選任して、漁場への案内及び当該漁場における水産

動植物の採捕に係る利用者の安全管理その他の農林水産省令で定める業務を行わせなければな

らない。 

（遊漁船業務主任者等の義務） 

第十三条 遊漁船業務主任者は、誠実にその職務を行わなければならない。 

２ 遊漁船業者は、利用者の安全の確保及び利益の保護並びに漁場の安定的な利用関係の確保に

関し、遊漁船業務主任者のその職務を行う上での意見を尊重しなければならない。 

（気象情報の収集等） 

第十四条 遊漁船業者は、遊漁船の出航前に、利用者の安全を確保するため必要な気象及び海象

に関する情報を収集しなければならない。 

２ 遊漁船業者は、前項の情報から判断して利用者の安全の確保が困難であると認めるときは、

遊漁船を出航させてはならない。 

（利用者名簿） 

第十五条 遊漁船業者は、農林水産省令で定めるところにより、営業所ごとに、利用者名簿を備

え置き、これに利用者の氏名、住所その他農林水産省令で定める事項を記載しなければならな

い。 

（周知させる義務） 

第十六条 遊漁船業者は、農林水産省令で定めるところにより、利用者に対し、その案内する漁

場における水産動植物の採捕に関する制限又は禁止及び漁場の使用に関する制限の内容を周知

させなければならない。 
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（標識の掲示等） 

第十七条 遊漁船業者は、農林水産省令で定める様式の標識について、営業所及び遊漁船ごとに

公衆の見やすい場所に掲示するとともに、その事業の規模が著しく小さい場合その他の農林水

産省令で定める場合を除き、農林水産省令で定めるところにより、電気通信回線に接続して行

う自動公衆送信（公衆によつて直接受信されることを目的として公衆からの求めに応じ自動的

に送信を行うことをいい、放送又は有線放送に該当するものを除く。次項において同じ。）に

より公衆の閲覧に供しなければならない。 

２ 遊漁船業者以外の者は、前項の標識又はこれに類似する標識を掲示し、又は電気通信回線に

接続して行う自動公衆送信により公衆の閲覧に供してはならない。 

（名義の利用等の禁止） 

第十八条 登録を受けた者は、その名義を他人に遊漁船業のため利用させてはならない。 

２ 登録を受けた者は、事業の貸渡しその他いかなる方法をもつてするかを問わず、遊漁船業を

他人にその名において経営させてはならない。 

（事故の報告） 

第十九条 遊漁船業者は、その遊漁船が衝突し、乗り揚げ、その他農林水産省令で定める重大な

事故を引き起こしたときは、速やかに、事故の種類、原因その他農林水産省令で定める事項を

都道府県知事に届け出なければならない。 

（業務改善命令） 

第二十条 都道府県知事は、遊漁船業者の業務の運営に関し、利用者の安全若しくは利益又は漁

場の安定的な利用関係を害する事実があると認めるときは、利用者の保護のため必要な限度に

おいて、当該遊漁船業者に対し、業務規程の変更その他業務の運営の改善に必要な措置をとる

べきことを命ずることができる。 

（登録の取消し等） 

第二十一条 都道府県知事は、遊漁船業者が次の各号のいずれかに該当するときは、その登録を

取り消し、又は六月以内の期間を定めてその事業の全部若しくは一部の停止を命ずることがで

きる。 

一 この法律若しくはこの法律に基づく命令又はこれらに基づく処分に違反したとき。 

二 不正の手段により登録を受けたとき。 

三 第六条第一項第二号又は第八号から第十六号までのいずれかに該当することとなつたと

き。 

２ 第六条第二項の規定は、前項の規定による処分をした場合について準用する。 

（都道府県知事による利用者の安全及び利益に関する情報の公表） 

第二十二条 都道府県知事は、農林水産省令で定めるところにより、第十九条の規定による届出

を受理したとき、第二十条の規定による命令をしたとき、又は前条第一項の規定による登録の

取消し若しくは事業の停止の命令をしたときは、速やかに、当該届出に係る事項又はこれらの

処分に係る事項を公表するほか、農林水産省令で定める利用者の安全及び利益に関する情報を

逐次公表しなければならない。 

（遊漁船業者による利用者の安全及び利益に関する情報の公表） 

第二十三条 遊漁船業者は、農林水産省令で定めるところにより、利用者の安全の確保及び利益

の保護を図るために講じた措置及び講じようとする措置その他の農林水産省令で定める利用者

の安全及び利益に関する情報を公表しなければならない。 

第三章 遊漁船業団体等 

（遊漁船業団体の指定） 

第二十四条 都道府県知事は、農林水産省令で定めるところにより、遊漁船業者を直接又は間接

の構成員とする営利を目的としない法人であつて、次条各号に掲げる業務を適正かつ確実に行
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うことができると認められるものを、その申出により、同条各号に掲げる業務を行う者（以下

「遊漁船業団体」という。）として指定することができる。 

（遊漁船業団体の業務） 

第二十五条 遊漁船業団体は、次の各号に掲げる業務を行うものとする。 

一 遊漁船業の適正な運営を確保するための構成員に対する指導を行うこと。 

二 漁場の適正な利用を推進すること。 

三 遊漁船業に関する利用者の苦情を処理すること。 

四 前三号の業務に附帯する業務 

（改善命令） 

第二十六条 都道府県知事は、遊漁船業団体の財産の状況又はその業務の運営に関し改善が必要

であると認めるときは、当該遊漁船業団体に対し、その改善に必要な措置をとるべきことを命

ずることができる。 

（指定の取消し） 

第二十七条 都道府県知事は、遊漁船業団体が前条の規定による命令に違反したときは、第二十

四条の指定を取り消すことができる。 

（協議会） 

第二十八条 都道府県知事は、遊漁船業における利用者の安全の確保及び利益の保護並びに漁場

の安定的な利用関係の確保に資する取組を推進するために必要な協議を行うための協議会（以

下この条において「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会は、次に掲げる者をもつて構成する。 

一 都道府県知事 

二 当該都道府県の区域内の遊漁船業者又は当該遊漁船業者を直接若しくは間接の構成員とす

る遊漁船業団体 

三 当該都道府県の区域内において漁業を営む者を組合員とする漁業協同組合又は当該漁業協

同組合を会員とする漁業協同組合連合会 

四 関係地方公共団体、学識経験者その他の都道府県知事が必要と認める者 

３ 第一項の規定により協議会を組織する都道府県知事は、同項に規定する協議を行う旨を前項

第二号及び第三号に掲げる者に通知しなければならない。 

４ 前項の規定による通知を受けた者は、正当な理由がある場合を除き、当該通知に係る協議に

応じなければならない。 

５ 協議会は、必要があると認めるときは、その構成員以外の関係地方公共団体その他の関係者

に対し、資料の提供、意見の表明、説明その他必要な協力を求めることができる。 

６ 協議会において協議が調つた事項については、協議会の構成員は、その協議の結果を尊重し

なければならない。 

７ 前各項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

第四章 雑則 

（報告及び立入検査） 

第二十九条 都道府県知事は、当該都道府県の区域内において遊漁船業を営む者又は遊漁船業団

体に対して、この法律を施行するため必要があると認めるときは、その業務に関し報告をさ

せ、又はその職員にこれらの者の営業所、事務所若しくは遊漁船に立ち入り、業務の状況若し

くは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人にこれを

提示しなければならない。 

３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならな

い。 
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（聴聞の方法の特例） 

第三十条 第二十七条の規定による指定の取消しに係る聴聞の期日における審理は、公開により

行わなければならない。 

（政府の援助） 

第三十一条 政府は、利用者の安全の確保及び利益の保護並びに漁場の安定的な利用関係の確保

の見地から遊漁船業の健全な発達を図るため必要な援助に努めるものとする。 

（省令への委任） 

第三十二条 この法律に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な事項は、農林水産省

令で定める。 

第五章 罰則 

第三十三条 次の各号のいずれかに該当する場合には、当該違反行為をした者は、三年以下の拘

禁刑若しくは三百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

一 第三条第一項の規定に違反して登録を受けないで遊漁船業を営んだとき。 

二 不正の手段によつて登録を受けたとき。 

三 第十八条第一項の規定に違反してその名義を他人に遊漁船業のため利用させたとき。 

四 第十八条第二項の規定に違反して遊漁船業を他人にその名において経営させたとき。 

第三十四条 次の各号のいずれかに該当する場合には、当該違反行為をした者は、一年以下の拘

禁刑若しくは百五十万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

一 第二十条の規定による命令（利用者の安全に係るものに限る。）に違反したとき。 

二 第二十一条第一項の規定による事業の停止の命令に違反して遊漁船業を営んだとき。 

第三十五条 次の各号のいずれかに該当する場合には、当該違反行為をした者は、百万円以下の

罰金に処する。 

一 第七条第一項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。 

二 第八条の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をして、業務規程の変更をしたとき。 

三 第十二条の規定に違反して遊漁船業務主任者を選任しなかつたとき。 

四 第二十条の規定による命令に違反したとき（前条第一号に該当する場合を除く。）。 

五 第二十九条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定に

よる検査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。 

第三十六条 次の各号のいずれかに該当する場合には、当該違反行為をした者は、三十万円以下

の罰金に処する。 

一 第十五条の規定に違反して、利用者名簿を備え置かず、又はこれに記載すべき事項を記載

せず、若しくは虚偽の記載をしたとき。 

二 第十七条第一項の規定に違反したとき。 

三 第十七条第二項の規定に違反して、同条第一項の標識又はこれに類似する標識を掲示し、

又は公衆の閲覧に供したとき。 

第三十七条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又

は人の業務に関し、次の各号に掲げる規定の違反行為をしたときは、その行為者を罰するほ

か、その法人に対して当該各号に定める罰金刑を、その人に対して各本条の罰金刑を科する。 

一 第三十四条（第一号に係る部分に限る。） 一億円以下の罰金刑 

二 第三十三条、第三十四条（第一号に係る部分を除く。）、第三十五条又は前条 各本条の

罰金刑 

第三十八条 次の各号のいずれかに該当する者は、五十万円以下の過料に処する。 

一 第十条第一項の規定による届出を怠つた者 

二 第十九条の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

三 第二十三条の規定による公表をせず、又は虚偽の公表をした者 


